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個人情報の
安全管理は“義務教育”です!

一般社団法人日本個人情報安全協会

店長! 社長! 先生!
みんな関係あります!

個人情報の漏えいが疑われる場合、社内あるいは
事務所内でまず最初に何を行動すべきかを
お伝えする個人情報漏えい対応サービス

個人情報
安全教本

会員之証 安全宣言
シール

月刊 
安全教育通信

一般社団法人 日本個人情報安全協会

「みんなの働く場所」を守るために

個人情報安全教本

一般社団法人 

日本個人情報安全協会

トイレに行くわずかな時間でも、
カバンを置いたままにしてはいけません。

　2014年に発覚した教育通販会社A社の顧客情報流出事件で、被害に遭った顧客ら計462人がA社と子会社B社
に対し、東京地裁で訴訟の判決がありました。判決内容は、子会社B社に対し1人当たり3300円、計約150万円の
支払いを命じました。A社の賠償責任は認めず、請求は棄却。原告側は、1人当たり5万～10万円を求めていました。
　お金の話で見ると、情報漏えいをされた本人が裁判で損害賠償請求をしない場合、様々な漏えい事故を起きた
企業からの見舞金が500円とすることがよくあります。しかし、これは賠償金ではなく、あくまでも見舞金です。も
ちろん見舞金も払わないという判断をする企業もあります。
　見舞金とは別に損害賠償請求をした場合、その判決は子会社B社が弁護士費用込みで1人当たり3,300円。通信
会社Z社の漏えい事故の場合は同6,000円。弁護士費用を除くとB社が3,000円、Z社は5,000円がネットの損害
賠償請求額。Z社よりB社の金額が下がったのは、「氏名や住所」などの情報が「思想信条や性的指向などの情報に
比べ、他者にみだりに開示されたくない私的領域の情報という性格は低い」として原告の実害を認定しなかった
新たな解釈が出たこと。つまり住所、氏名ぐらいだと3,000円が相場らしいものになっているといえるでしょうか。
　A社の賠償責任を認めなかった理由のひとつは、A社がおわびの文書と500円相当の金券を配布したことを考
慮したとされているようです。大量漏えいを起こした場合は、とにかくお見舞金1人当たり500円にて対応している
ことも裁判では考慮されるのではないかとも想像されます。

いつも、あなたは交通ルールを全て守っていますか？　従業員は十分に個人情報を守っていますか？
｠
たまたま、捕まらなかっただけで、スピードオーバーしたことはありませんか？
　　　　捕まらなかっただけで、情報を漏らしたことはありませんか？
　　　　あなたと従業員はみんな本当に事故を起こさないですか？
｠
　事故はどんな注意していても起こるものです。不注意を全く起こさないという人はいません。業務上であれば、
従業員の不注意まで責任を背負わされるように、使用者責任は雇い主をどこまでも追いかけてきます。だからこ
そ個人情報漏えいに関わる事故も、出来る限りの事故を起こさない＆事故に巻き込まれない仕組みと、それ
でも万が一事故が起きた時の補償が必要なのです。
｠
　個人情報保護法について学ぶことも重要です。事業所の管理に携わる職種の人にとっては、正しく法律を理解し
て、正しく個人情報の管理できるような仕組みを作り上げることが必要です。パソコンやネットワークのセキュリ
ティシステムの導入も必要でしょう。しかしながらそれらを十分に管理できるシステムが出来上がるまでの間も、
実際の業務は走っているのです。今日も従業員全員に無事故で仕事をしてもらうためには、情報の安全な管理に
ついて、いま何に対して注意を呼びかけ、十分な注意喚起を促すかを問うことが必要なのです。
｠
　個人情報漏えい問題は、サイバーセキュリティ問題として、パソコンやネットワークのシステム上の対策と捉えら
れがちですが、実は個人情報漏えいの97％以上は人為的なミス。すなわち書類を失くすなどの人間の単純な失敗
からなのです。統計的には、事故による１件当たりの被害額が大きいのはサイバーアタックのほうですが、被害額
は小さくとも圧倒的に多い漏えい事故の原因は、落とした、失くした、盗られたといういわゆる誰にでもある不注
意からなのです。

　働くみんなで、個人情報取り扱いの安全管理をどのように呼び掛けるかを決める事が重要なのです。「言われな
くても分かるだろう！前にも注意していなかったか！？」ではダメなのです。働く場所をみんなで守るということは、
一人一人の意識を変えて、「この状態で大丈夫かな？」ということをみんなで正すことが出来るような雰囲気をつく
り、それぞれの環境で安全管理が出来るように呼びかけあえるようにする。与えられた命令に従わされるばかり
ではなく、現場のみんなで運用できることを見出す。絶対に情報を漏らさない！みんなで無事故を目指す！ことが
肝要です。｠

個人情報の値段とは？住所と名前で、3000円！？個人情報の値段とは？住所と名前で、3000円！？

「ウチは、みんな注意しているので、交通事故だって起こさない！」
そう断言できるのであれば、この協会への入会も必要ないのでしょう。
「ウチは、みんな注意しているので、交通事故だって起こさない！」
そう断言できるのであれば、この協会への入会も必要ないのでしょう。

　実はA社は子会社B社を通じて派遣社員を受け入れていました。しかし、実態はB社とも雇用関係のないC社か
ら派遣されていた人物でした。このような再派遣契約形態はIT業界では常識化しているカタチです。
　裁判では、この点が論点の一つとなり、事件を起こした再派遣されてきた人物が行った、スマートフォンを使った
個人情報のデータ転送方法について、A社は予見する可能性はなく、さらに指揮監督関係もないとして、賠償は命
じられませんでした。そこまでは管理監督が不可能という判断なのでしょう。その分、B社に責任が集中しました。
　A社に派遣されてきたC社社員は、ベテラン派遣社員として日常的に他の派遣社員に業務内容を指示し、労働時
間管理もしており、「実質的な指揮監督関係が認められる」として、B社に対して派遣社員の不法行為でも使用者
責任を負わせて賠償責任を認めました。
　結果的にA社は風評被害から見舞金とシステム改修で数百億、子会社B社は損害賠償金を支払い解散すること
となりました。    

派遣社員の受け入れ責任派遣社員の受け入れ責任

　人を雇うと必ず『使用者責任』が伴います。事業にかかわる個人情報管理についても、契約形態・雇用形態にか
かわらず、『使用者責任』がついてまわります。
　従業員からバイトやパート、雇用契約は別会社となる派遣社員、業務を委託している外部取引業者、税務申告
や社会保険に関わる委託をしている税理士・社会保険労務士まで、その監督責任が広く関わっているのです。そ
の種類は、顧客の個人情報だけではありません。個人の顧客情報が仕事上なくても、人を雇っていれば、給与を支
払う従業員・パート・バイトのマイナンバーの管理も含まれます。その管理責任がずっと問われ続けるのです。
　近年、個人情報の管理責任が社会的風潮としても厳しい目が向けられていますが、それは消費者からだけでな
く、次第に大手企業から取引先・関係先に個人情報の管理体制や意識を問い始めています。どこも一蓮托生で自
分の会社が漏えい事故に巻き込まれることを恐れるのは当然です。

バイトも パートも 派遣社員も 委託先もバイトも パートも 派遣社員も 委託先も

カバンを
置いて
離れない！

メールの
添付ファイルは
なんでも
開かない！

USBを
使い

まわさない！

ゴミ箱に
書類を
なんでも
捨てない！

パソコンを
開いたまま
席を

離れない！

書類を
机に出したまま

席を
離れない！

事は起こるもの! 備えあれば憂いなし!事は起こるもの! 備えあれば憂いなし!

月刊 安全教育通信 月刊 安全教育通信 

一般社団法人

日本個人情報安全協会
〒101-0041 東京都千代田区神田須田町1-7-8 秋葉原シグマビル6F
TEL：03-3518-9941 ／ FAX：03-3518-9942

第1号
2019.8

安全管理の学びと
継続した従業員教育

訴えられるかもしれない時に

会員電話窓口

賠償補償制度として、損害賠償金＆訴訟費用
[引受保険会社]
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

賠償が必要になった時に

個人情報漏えい補償プラン

会員料金
（消費税別）業者区分

第一種
区分

飲食業　各種販売業　コンビニエンスストア　クリーニング店　
理美容室　地域密着型介護サービス　整骨院及び鍼灸院　
マッサージほか各種サロン　不動産仲介業　製造業　
マンション管理組合　建築業　工事業　自動車整備工場　など

賠償補償制度
支払限度額

2,000万円
入会金3,000円
月会費2,500円

第二種
区分

税理士　行政書土　司法書士　会計士　弁護士　
社会保険労務士　在宅・通所・入所介護サービス　調剤薬局　
薬局(ドラッグストア)　病床のないクリニック　歯科医院　
スーパーマーケット　協同組合　保険代理店　運送業　など

5,000万円
入会金6,000円
月会費5,000円

第三種
区分

医療法人　病床のある病院　同一建物内複合介護サービス　
自動車ディーラー　ホテル旅館業　百貨店　など 1 億円

入会金10,000円
月会費10,000円

詳細な業務区分は、当協会ホームページをご覧ください。ご不明な場合は、お電話にてお問い合わせ下さい。

個人情報を預かるすべてのお店や会社が、　
大きな社会的責任と法的責任を負うこととなりました。

正しい知識、具体的な対策、
社員やアルバイトに対する継続的な教育についてご存知ですか？

会費料金（入会金・月会費）と賠償補償金額は、それぞれ1事業所あたりとなります。
業種区分によってその金額が異なります。

日本個人情報安全協会 検索

入会時

毎月

予約ノートには
名前しか

書いていないから、
そのまま
捨てちゃおう

あれれ…
様子がおかしいぞ

お店のホームページに
私と彼が勝手に載せられている…

しまった!
荷物を
置き忘れた!

USBは利便性が高いが 紛失・盗難 や
ウイルスに感染したパソコンによる 情報漏えい 
など、さまざまなリスクが存在する。

個人が特定される情報を 本人の同意なし に
インターネット上へそれらの情報を流すことは
 違法行為 となり、訴えられる可能性がある。

お客様の情報が書かれた用紙をそのまま
 捨ててはいけません 。 その情報を誰かが
拾った場合、 罪に問われます 。

会社の資料やパソコンを 置き忘れ て、
個人情報が漏えいする事件は多発しており、
事業者は 賠償金 を請求されることがある。
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すべて
個人情報
です!

こんな
ことも!

法律が
変わり
ました!

厳しい
罰則!

今まで
生存する日本人、日本に住民票を有する外国人
すべての事業者に「個人情報保護法」が適用対象

5,000人以上の企業のみ

現  在　

そもそも

個人情報って
何なの?

ほとんどの事業者は個人情 報を取り扱っています！

漏えい事故は、事業の 社会的制裁 や 賠償 だけ  でなく、最悪の場合は 罰則 が科せられることがあります!

個人情報という言葉や意味はなんとなく分かっているけれど、  自分には関係ないと思っていませんか？本当にそうなのか確認してみましょう。

氏名と電話番号だけでも

 個人情報  とみなされます。

アルバイトが
インターネットで
情報を流したけど
関係ないよね?

アルバイトや従業員が行ったことは

すべて 事業者の責任  です。

うちの会社は

少人数だから
関係ないよね? 「個人情報保護法」が2017年5月30日から改正されました。 これまで

は5,000人以上の個人情報を持っているお店やが対象でしたが、1人
以上の情報を持ってる事業者が対象となりました。

個人情報保護法の中でもマイナンバーの管理に関しては重要度が高
く、責任と罰則が重くなります。従業員へ給与を支払うためにはマイナ
ンバーを預かりますが、それに関わる税理士や社会保険労務士の行動
に至るまで、事業主がその管理責任を問われることになります。

生存する個人に関する情報を個人情報と言います。防犯カメラに記録
された顔や特定の個人を選別できるメールアドレスなどもそれに該当
します。つまり、個人を相手にしている事業者は個人情報を取り扱って
いる可能性が非常に高いのです。

事業者はアルバイトや従業員に対して、個人情報の取り扱いに関して適
切な指示を行わなければなりません。個人情報に関する苦情があった
場合も適切かつ迅速な処置を求められます。

 1人以上の情報  を持っている
事業者が対象となりました。

漏えいすると最も厳しい罰則で 4年以下の懲役 と
200万以下の罰金 となり、場合によっては
事業者にも罰金刑が課せられる場合もあります。

従業員を雇う時には  マイナンバー
(特定個人情報)を必ず預かります。

氏名　住所　電話番号　生年月日　性別　家族情報　
写真　マイナンバー　免許証番号　パスポート番号　
クレジットカード番号　顧客番号

顧客番号　購入履歴　個人の嗜好性　
経済状態　健康状態　が悪用され、
賠償に発展する恐れがあります。

マイナンバー
って役所の
手続きで必要に
なるだけだよね？

うちでは
取り扱って
ないよね。

大企業の
問題
でしょ？

店の外で
やっている
ことだし。

そんなに
大切なの？

損害賠償

信用
失墜

売上減

取引
停止

風評
被害

民事
上の責任

・懲役
・罰金

刑事
上の責任

・懲役
1年以下
・罰金

50万円以下

個

人情
報漏えいの場合

・懲役
4年以下
・罰金

200万円以下

マ
イナ

ンバ
ー漏えいの場

合

個人情報保護委員会は、必要に応じて事業者に報告を求めたり、立ち入り検査を行います。  その実態に応じて指導・助言を行い、従わない場合は事業者に罰則を与えることができます。


